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令和３年度事務事業評価（対象：令和２年度実施事業）について

１ 事務事業評価の目的

事務事業評価は、市が行った事務事業の有効性や必要性を客観的に評価・点検することで、事

業の適正化・効率化を図るとともに、行政運営の透明性の向上を図り、市民の皆さんへの説明責

任を果たすことを目的とする。

これにより、既存事業の改善、財政運営の適正化、予算編成時の判断基準の明確化が図られ、

各担当部・グループの自己評価による職員の参加意識の促進を図る。

（１）成果重視の行政運営の推進

事務事業の目的や成果（実績）を明確にし、その達成状況や実施効果を可能な限り客観的･

具体的な指標や現状における課題等とそれに対する対策、又は事業前と事業後の比較等を用い

て評価・検証する。

また、限られた財源の有効活用を図るべく、事務事業の選択と集中を図る。

（２）質の高い行政の実現

職員一人ひとりが、総合計画・基本計画の政策体系の中で果たすべき役割を認識しながら、

各事業の目的、成果、課題、コストを意識し、市民目線に立って、事業見直し、事務改善に取

り組み、効果的かつ効率的な行政運営に資するよう、職員の意識改革と政策形成能力の向上を

図る。

また、「Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔｉｏｎ（改善）」の

マネジメントサイクル（ＰＤＣＡサイクル）に基づくシステムを構築し、行政全般について不

断の改善に努める。

（３）市政に関する透明性の確保

事務事業の目的や事業内容、成果（実績）等について、市民の理解が得られるよう、その評

価の結果等を市民に公表することにより、市政に関する透明性を確保し、行政の説明責任を果

たす。

２ 事務事業評価の実施方法

（１）１次評価《担当部局による自己評価》

事務事業担当部局により、自己評価を実施

（２）２次評価《登別市行政評価会議による評価》

登別市行政評価会議（市職員で構成する内部組織）による評価を実施

（３）３次評価《総合的な評価》

１次評価、２次評価、意見公募（パブリックコメント）の結果等を勘案して、理事者が決定

３ 事務事業評価の対象事業

登別市総合計画第３期基本計画第２次実施計画に登載した事務事業のうち、原則、令和２年度

に実施した全事務事業を対象とする。
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４ 事務事業評価の内容

（１）成果指標・実績

事務事業評価シートの「事務事業の実績（概要）」欄、及び「指標等の状況」欄から事務事業

の実績や具体の取り組み、数値化された事業成果を読み取り、達成状況を探る。

（２）評価の視点

事務事業の「妥当性」、「必要性」、「効率性」、「成果」の視点から評価を行う。

ア 妥当性

他自治体の状況、国・道・民間（民間業者、市民団体、ＮＰＯ等）との役割分担のあり

方などから見て、市が事業主体として実施していくべき事業として妥当かどうかを評価す

る。

イ 必要性

地区懇談会、各種説明会、各種団体等からの要望や市民からの意見などにより、事業に

対する市民のニーズや満足度が高く、必要性の高い事業かどうかを評価する。

ウ 効率性

事業内容とコスト（事業費）のバランスがよい効率性の高い事業かどうかを評価する。

エ 成果

成果指標の結果や市民の声などから、目的達成に向けて成果があがっているかどうかを

評価する。

（３）評価区分

ア 拡大

・事務事業の開始当初の趣旨や目的を再確認し、当該事務事業の必要性や成果を踏まえ、

事務事業の対象や規模等を拡大して、これまで以上に強力に推進すべき事務事業

・前年度から引き続き「拡大」に取り組む事務事業

イ 改善

・事務事業の開始当初の趣旨や目的を再確認し、当該事務事業の必要性や成果を踏まえ、

実施にあたっての手法や経費など事務事業のあり方を見直し、「改善」に取り組む事務

事業

・前年度から引き続き「改善」に取り組む事務事業

ウ 継続

・現状の事務事業の趣旨や目的を抜本的に変更することなく、事務事業の推進にあたり、

日々、問題意識を持ちながら、手法の検討など事務改善を行い「継続」する事務事業

エ 統合

・事務事業の開始当初の趣旨や目的を再確認し、当該事務事業の必要性や成果を踏まえ、

他の事務事業と「統合」するまたは「統合」に伴い廃止となる事務事業

オ 縮小

・事務事業の開始当初の趣旨や目的を再確認し、当該事務事業の必要性や成果を踏まえ、

事務事業の規模や経費等を縮小して取り組むべき事務事業

・前年度から引き続き「縮小」に取り組む事務事業



3

カ 休止

・隔年または不定期に必ず実施が必要となる事務事業であるが、一時的に「休止」する

事務事業

キ 廃止

・事務事業期間の定めはないが、当該事務事業の目的を達成した等、事務事業評価実施

年度または次年度以降に「廃止」する事務事業

ク 終了

・当初から予定していた事務事業期間を終え、事務事業評価実施年度または次年度で期

間が「終了」する事務事業

（４）評価の時期

担当グループによる１次評価、今後の取組・方向性については、担当グループが１次評価す

る時点に評価及び記載したものである。

５ 担当グループの評価及び行政評価会議の評価

評価対象事務事業数：５６２事務事業

評価項目
担当グループによる評価

【一次評価】

行政評価会議による評価

【二次評価】

拡大 １７件 １６件

改善 １３件 ２９件

継続 ４２１件 ３７８件

統合 ２２件 ４６件

縮小 ２件 １件

休止 １件 １件

廃止 １０件 １４件

終了 ７６件 ７７件

合計 ５６２件 ５６２件
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６ ＳＤＧｓの主要目標の掲載

新たな視点としてＳＤＧｓの理念を意識した検討や実行が必要であることから、評価シート

にＳＤＧｓの主要目標を掲載することにより、理念を共有し、さらなる取組の推進につなげる。

【これまでの取組状況】

事務事業評価は、平成１２年度から平成１４年度まで３カ年試行し、平成１５年度から本格実

施。これまでの経過は次のとおり。

《平成１２年度・平成１３年度》

・事中評価（当該年度事業の評価）

・法定受託事務や一般的な行政推進経費を除く全ての事業を対象

《平成１４年度》

・予算要求への反映を強めるため、事前評価（次年度事業の評価）に変更

・実施計画のローリング資料を一本化

・評価の客観性向上のため、採点基準を具体化

・内部評価委員会の立上げ

《平成１５年度》

・様式の変更（成果指標や目標達成年度、目標値の追加）

・採点基準に維持補修事業用を追加

《平成１６年度・平成１７年度》

・様式の変更（人工を小数第２位とする等）

《平成１８年度・平成１９年度》

・事業実績を重視するため、事前評価を事後評価に変更

《平成２０年度》

・担当グループによる事務事業評価の内容において、点数表記を廃止、評価内容を文章で表現

《平成２１年度・平成２２年度》

・評価対象事業の見直しを行い、法定受託事務や法令又は道の条例で実施が義務づけられてい

ＳＤＧｓ１７の目標 件数 ＳＤＧｓ１７の目標 件数

１ 貧困をなくそう ８件 １０ 人や国の不平等をなくそう ２件

２ 飢餓をゼロに ０件 １１ 住み続けられるまちづくり １２１件

３ すべての人に健康と福祉を １６５件 １２ つくる責任つかう責任 ６件

４ 質の高い教育をみんなに ８２件 １３ 気候変動に具体的な対策を ３件

５ ジェンダー平等を実現しよう ２件 １４ 海の豊かさを守ろう ２件

６ 安全な水とトイレを世界中に １０件 １５ 陸の豊かさも守ろう １７件

７ エネルギーをみんなにそしてクリ

ーンに
２件 １６ 平和と公正をすべての人に １４件

８ 働きがいも経済成長も ４４件
１７ パートナーシップで目標を達成

しよう
５９件

９ 産業と技術革新の基盤をつくろう ２５件
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るもの、他の自治体と連携している事業で登別市の判断で事業の改善等が行えないもの、市

民に直接影響がない行政組織内部のみに適用される事務事業、公共施設の運営管理経費につ

いては、事務事業評価の対象外とした。

《平成２３年度》

・様式の一部変更

《平成２４年度》

・行政評価システムの構築（行政評価の基本的な方向性を示した「基本方針」や基本的な事項

を定めた「実施要綱」等の策定）

・実施時期の変更（より一層、翌年度に向けた改善が予算に反映できるよう実施時期を早めて

実施）

・様式の一部変更（事業前と事業後の比較の追加等）

《平成２５年度》

・様式の一部変更

《平成２６年度》

・対象事業の見直し、評価区分の見直し等を中心に、平成２４年度に構築した行政評価システ

ムの見直し

・１事業ごとに作成していた事務事業評価調書を見直し、新たに１施策ごとに事務事業評価シ

ートを作成、実施時期の変更

《平成２７年度》 ・実施時期の変更

《平成２８年度》 ・実施時期の変更

《平成２９年度》 ・様式の一部変更、評価区分の一部見直し

《平成３０年度》 ・様式の一部変更、成果指標、実績の追加

《令和元年度》 ・様式の変更、主要施策の成果報告書との様式統一

《令和２年度》 ・実施時期の変更

《令和３年度》 ・ＳＤＧｓ１７の目標から各事業毎に主要となる目標を掲載


